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令和元年度補正予算（四次締切）小規模事業者持続化補助金＜一般型＞
事業実施に係る説明資料

今後の事業実施や実績確定に際し、特に留意すべき点をまとめましたので、関連資料と併せてご確認ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（概要）
	
	項目
	内容
	資料

	1
	事業目的
	[bookmark: _GoBack]本補助金は、持続的な経営に向けた経営計画に基づく、小規模事業者の販路開拓等の取組を支援するため、それに要する経費の一部が補助されます。また、事業再開枠につきましては、事業再開に向け、業種別ガイドライン等に照らして事業を継続する上で必要最小限の感染防止対策を行う取組を促進します。
	「補助事業の手引き」
1ページ

	2
	補助金支出の原則
	事業者のみなさまが取り組みたい事業と、国の政策の方向性が一致し、政策効果が期待できると判断されたので、国民の税金からみなさまに支払われるものです。そのような性格を持つ補助金ですので、無条件で支払われる訳ではありません。きっちりと、ルールを守って、事業の発展のために有効に活用しましょう。
	「補助事業の手引き」　1～3ページ

	3
	補助対象経費及び証拠書類
	〇補助対象となる経費は、補助事業期間中に、「販路開拓（または生産性向上）の取組」を、実施したことに要する費用の支出に限られます。補助事業期間中に発注や引き渡し、支払等があっても、実際の事業の取組が補助事業実施期間外であれば、当該経費は補助対象にできません。補助事業実施期間中に実際に使用し、補助事業計画に記載した取組をしたという実績報告が必要となります。
〇補助金の交付には、透明性、客観性、適切な経理処理が要求されます。仕様提示、見積、発注、納品、検収、請求、支払といった流れで調達を行い、適切な経理処理の証拠となる書類を整理のうえ提出してください。
〇証拠書類の提出ができないものは、補助対象経費として認められません。
	「補助事業の手引き」
14～57ページ

	
4
	実績報告
	〇事業を完了した後30日を経過する日、令和3年12月10日のいずれか早い日までに、実績報告書等を提出しなければなりません。
＜提出書類＞
（全社必須）
・実績報告書（交付規程・様式第8）
　※押印のうえ、原本を提出
・経費支出管理表および支出内訳書（交付規程・様式第8・別紙5-1または5-2）
・経費支出の証拠書類の写し（必要書類すべて）
（該当事業者のみ）
・収益納付に係る報告書（交付規程・様式第8・別紙6）
・取得財産等管理明細表（交付規程・様式第11-2）
〇締切までに提出がないと、補助金の支払ができなくなりますので、十分にご注意ください。
	「補助事業の手引き」
12～13ページ
「交付規程」
24～27、31ページ
「様式集」
1～2ページ

	5
	精算払請求
	実績報告後、補助金事務局から示された確定額をもとに、補助金の精算払いを請求します。振込先の確認資料として預金通帳の写し（表面・中面）が必要となります。
	「補助事業の手引き」
8、67ページ
「交付規程」
28ページ

	6

	その他
	本補助金事業は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（補助金適正化法）」に基づき実施されます。「重要説明事項」を再度お目通しください。
	「公募要領」
4～5ページ



